
北海道労働局

区分 業種割合

業種別 死亡 休 業 合 計 死亡 休 業 合 計 増減数 増減率 （％） 死 亡 休 業 合 計

12 2,734 2,746 16 2,193 2,209 537 24.3 100.0 51 7,684 7,735

420 420 2 366 368 52 14.1 15.3 6 1,138 1,144

食 料 品 226 226 182 182 44 24.2 8.2 3 606 609

木 材 ・ 家 具 46 46 1 44 45 1 2.2 1.7 1 90 91

紙 ・ 印 刷 6 6 11 11 -5 -45.5 0.2 29 29

窯 業 ・ 土 石 15 15 7 7 8 114.3 0.5 42 42

金 属 ・ 機 械 51 51 1 56 57 -6 -10.5 1.9 1 189 190

そ の 他 76 76 66 66 10 15.2 2.8 1 182 183

鉱 山 1 1 1 0.0

土 石 採 取 業 5 5 10 10 -5 -50.0 0.2 1 22 23

3 248 251 4 240 244 7 2.9 9.1 14 889 903

土 木 工 事 業 2 87 89 3 82 85 4 4.7 3.2 6 314 320

建 築 工 事 業 93 93 1 88 89 4 4.5 3.4 6 322 328

木 造 建 築 業 33 33 35 35 -2 -5.7 1.2 144 144

そ の 他 1 35 36 35 35 1 2.9 1.3 2 109 111

115 115 1 93 94 21 22.3 4.2 3 211 214

3 298 301 278 278 23 8.3 11.0 6 823 829

道路貨物運送 3 269 272 258 258 14 5.4 9.9 4 771 775

陸上貨物取扱 29 29 20 20 9 45.0 1.1 2 52 54

12 12 8 8 4 50.0 0.4 18 18

1 26 27 2 27 29 -2 -6.9 1.0 4 77 81

3 26 29 1 46 47 -18 -38.3 1.1 3 141 144

1 440 441 3 381 384 57 14.8 16.1 4 1,126 1,130

131 131 1 152 153 -22 -14.4 4.8 3 454 457

1 1,012 1,013 2 592 594 419 70.5 36.9 7 2,785 2,792

第１３次労働災害防止計画進捗状況 5月末同月比

被災者数 増減数 増減率 被災者数 増減数 増減率

28 2,095 

12 2,746 

注１　本年の死亡災害件数は集計月に把握した速報値であり、昨年の件数は各月確定後の値である。
注２　休業災害については本年・昨年ともに労働者死傷病報告書(休業４日以上）により集計期間に把握した速報値である。

-16 -57.1% 651 31.1%

上記以外の 事業

死亡災害 死傷災害

基準年(平成29年)

４年目(令和3年)

陸上貨物運送事業

港 湾 運 送 業

林 業

水 産 業

商 業

清 掃 ・ と 畜 業

全 産 業 合 計

製 造 業

鉱
業

建 設 業

交 通 運 輸 事 業

業種別労働災害発生状況　その１
令和3年1月1日～令和3年5月31日

令 和 ３ 年 令 和 ２ 年 対 前 年 令和2年確定

第１３次労働災害防止計画の目標
平成29年と比較して令和4年までに・・・

・死亡者数を20％以上減少させる。
・死傷者数を5％以上減少させる。



北海道労働局

「上記以外の事業」の内訳

区分 業種割合

死亡 休業 合計 死亡 休業 合計 増減数 増減率 （％） 死 亡 休業 合計

23 23 17 17 6 35.3 0.8 100 100

103 103 88 88 15 17.0 3.8 2 306 308

20 20 15 15 5 33.3 0.7 41 41

2 2 2 2 0.1 4 4

75 75 67 67 8 11.9 2.7 160 160

27 27 15 15 12 80.0 1.0 61 61

535 535 183 183 352 192.3 19.5 1,470 1,470

1 102 103 102 102 1 1.0 3.8 1 323 324

125 125 2 103 105 20 19.0 4.6 4 320 324

1 1,012 1,013 2 592 594 419 70.5 36.9 7 2,785 2,792

「第三次産業」の内訳

区分 業種割合

死亡 休業 合計 死亡 休業 合計 増減数 増減率 （％） 死 亡 休業 合計

1 440 441 3 381 384 57 14.8 16.1 4 1,126 1,130

うち 小売業 359 359 2 320 322 37 11.5 13.1 2 910 912

20 20 15 15 5 33.3 0.7 41 41

2 2 2 2 0.1 4 4

75 75 67 67 8 11.9 2.7 160 160

27 27 15 15 12 80.0 1.0 61 61

535 535 183 183 352 192.3 19.5 1,470 1,470

うち 社会福祉施設 355 355 127 127 228 179.5 12.9 771 771

うち 医療保健業 177 177 52 52 125 240.4 6.4 677 677

1 102 103 102 102 1 1.0 3.8 1 323 324

うち 飲食店 49 49 42 42 7 16.7 1.8 1 142 143

うち 旅館業 26 26 25 25 1 4.0 0.9 89 89

うち ゴルフ場 7 7 6 6 1 16.7 0.3 38 38

131 131 1 152 153 -22 -14.4 4.8 3 454 457

125 125 2 103 105 20 19.0 4.6 4 320 324

うち 警備業 32 32 1 27 28 4 14.3 1.2 1 91 92

2 1,457 1,459 6 1,020 1,026 433 42.2 53.1 12 3,959 3,971

商業

清掃・と畜業

その他の事業

合計

金融・広告業

映画・演劇業

通信業

教育・研究業

保健・衛生業

接客・娯楽業

合計

令 和 ３ 年 令 和 ２ 年 対 前 年 令和2年確定

業種別

映画・演劇業

通信業

教育・研究業

保健衛生業

接客娯楽業

その他の事業

令和2年確定

業種別

農業

畜産業

金融・広告業

業種別労働災害発生状況　その２
令和3年1月1日～令和3年5月31日

令 和 ３ 年 令 和 ２ 年 対 前 年


